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論　　文　　の　　要　　旨
（1）本論文は英文全8章およびReference　NotesならびにRefere並cesから構成されている。
（2）研究の意義1目的
　本研究は種々の理由により劣等な学業成績（平均得点C段階）に低迷する男女大学生群の学業成
績ならびに学習意欲改善法としてのCBM（認知行動論的変容法）ならびにその関連諸技法を創出1
構成しラー連の認知行動論的実験を通じてヨその効果を検討をすることを目的とする。
　この目的を達成するため以下の3実験が試みられた。
（3）研究の方法と結果
　①実験　I
　　　専攻諸科目において下位の学業成績に低迷する大学2年生（N＝30）を適応性自已評価テス
　ト（AST）の結果を勘案してCBM群骨CR群および統制群の3群に均等に配分した。
　　（・）CR（cog泣iveζestr㏄t岨1ng認知再構成）法群
　　　　集団カウセリングの形式で曾誤った信念ないし思考様式（例，「この大学は第一流の大学で
　　　はないので熱心に学習して好成績をあげても意味はない」など）の再構成をはかる。すなわ
　　　ちラ「一流大学以外の卒業生でも社会的に認められヨ成功している人は数多い」等のデータを
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　　情報としてあたえラカウンセリングを実施する。またラこれに関運した問題場面や実例を効
　　栗的に構成1提示して適正な態度の形成1展開を助けヨ信念や思考の変容1再構成をはかる。
　（b）CBM（co釦t1ve　behav豆ora1㎜odific就ion認知行動論的変容）法群
　　　認知的自已教示法（co騨虻ive　se1童・虹str㏄t1㎝）ともいい、前述のCR法にモデリング法
　　（㎜ode且1独g）および行動実践法（behav主o捌pract主ce）を加味した方法である。モデリング法は被験
　　者が自已と同様の問題をもつ学生への専門家によるカウンセリングを観察し官しかる後里こ
　　れをモデルとしてロールプレイイング形式で自からカウンセラーの役割を試みる方法である。
　　また雪行動実践法は同様の問題をもつ下級生に対して被験者がカウンセリングを実施し、こ
　　の種の問題に対して全く異なる角度からの新規な認知の構成をはかることをめざすものであ
　　る。
　　　その結果うCR雪CBM両法ともに学業成績およびその重要な一因子としての大学への適応感
　　の改善に有効性が認められた。両者問の効果の比較ではヨCBM法は適応感についてはCR法を
　　凌駕したが害学力については効果の有意差はみられず雪この点に関して次実験においてSSA
　　法導入による併用効果の検討がおこなわれた。
　（・）統制群
②　実験　II
　学業成績低劣で里学習意欲テスト（SMT）において著明な学習意欲減退を示す大学3年生（N＝
42）を以下の5実験群および1統制群に配分した。（1群7名）
　（a）SSA（sωdy　ski且1s　advice学習技能助言）法群
　　　時間の効果的便用法ラ良好学習条件設定法害学習ノート整理法等諸種の効果的学習技法を
　　記載した手引書を用いてヨ学習技能改善に関する90分問のカウンセリングを実施した。
　（b）CR法群
（。）CBM法群
（d）CR＋SSA法群
（・）CBM＋SSA法群
（f）統制群
　その結果ラ学習意欲においては前記（b）～（d）各群とも実験直後およびフォローアップにおいて有
効であった。（b）（d）両群間および（c）（e）両群間にはそれぞれ有意差認められなかったがラ（c）＞（b）害
（・）＞（d）と各群問に有意差が認められた。
　学業成績についても（・）～（e）各群とも有効で雪（d）〉（・）、（・）＞（・）、（d）〉（b）雪（・）＞（b）と各群間にそれ
ぞれ有意差が認められた。
③実験　㎜
　教育心理学を受講する大学生（N＝40）を前実験と同一手続きによって選定し菅以下の4実験
群および1統制群（各群8名）に配分した。
　本実験においては前述CBMヨSSA両法に加えて他者および自已コントロール法を中軸とするACEC
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（a娩cedenをc㎝se叩e批extema1c㎝tro豆事前事後他者コントロール）法およびACSC
（独tecede就c㎝seque批se1fcontro1同自已コントロール）法の併用が検討された。実験群は次
のとおりである。
（・）CBM＋SSA法群
（b）CBM＋SSA＋ACEC法群
（c）CBM＋SSA＋ACSC法群
（d）CBM＋SSA＋ACEC＋ACSC法群
（・）統制群
実験の結果ヨ学習意欲向上については（・）～（d）各法とも有効であった。学業成績についても、4
群ともに統制群との間に有意差（P＜．01）を示してその効果が確認され言（b）ラ（・）害（d）群はいず
れも（a）群よりも有効であった。また雪（b）ラ（d）群はそれぞれ（・）群よりも有効であった。
審　　査　　の　　要　　旨
　本研究は大学教育における本質的に重要問題としての学業成績ならびにその基本的一因子として
の学習意欲の向上についてヨ独自の認知行動論的手法を駆使しヨ従来ヨ内外の諸研究にもみられな
かった高度の成果を達成したもので、その研究方略ならびに臨床的手法の独創性。有効性は高く評
価される。
　本研究はその性格上雪サンプルサイズ、学カ1学習意欲の測定、問題発生原因の多様性等につき
今後なお検討すべき点を残しておりヨ併用技法数を減じて同一の効果を収める新手法の開発可能性
等にもなお今後にまつべきものなしとしない。
　しかし、大学生の学業不振蓼学習意欲減退等の背後には自已の所属する大学や専攻科目への認知
の態様ヨ当該大学ないし専攻領域への社会的評価ヨ学生自身の世界観ないし人生観、生活様式その
他多様な因子が複雑に関連しており、学業成績ヨ学習意欲もこれら諸因子に依存する狽晒が著明で、
本研究はこの種の問題に対する独創的かつ効果的方策として重要な意義を有するものと判断される。
　よってヨ著者は教育学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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